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企画セッション：環境放射能除染学会「県外最終処分技術開発戦略あり方研究会」 

成果報告 「県外最終処分に向けたシナリオ」 

○山田一夫 1)、大迫政浩 1)、飯本武志 2)、大越実 3)、杉山大輔 4)、宮本泰明 5)、保高徹 6)、山田

正人 1)、遠藤和人 1)、有馬謙一 1)
 

1)(国研)国立環境研究所、2)東京大学、3)日本アイソトープ協会、4)電力中央研究所、5)(国研)

日本原子力研究開発機構、6)(国研)産業技術総合研究所 

１．はじめに 

東京電力福島第一原子力発電所事故による環境汚染に対応し、中間貯蔵施設の整備・運営が進み、除去

土壌の処理・貯蔵、焼却灰の熱的減容化施設の建設開始等の進展がある。今後、県外最終処分に向け、熱

的減容化後の副生成物等のさらなる減容化や安定化（廃棄体化）、低濃度の処理物の有効利用が重要になり、

中長期的技術課題の整理と技術開発戦略の設定が重要と考えられる。そこで、専門性を有しかつ中立的な

立場にある環境放射能除染学会において、県外最終処分に向けた技術開発戦略の在り方を取りまとめるた

めの研究会を設置した(2018-2019 年度)。ここでは検討対象とした最終処分シナリオについて概説する。 

２．活動方針 

環境汚染の修復活動に伴う放射性物質を含んだ廃棄物の管理においては、最終処分を念頭に置いた活動

が重要である。そこで、研究会では、純粋に技術的観点から考えうる最終処分シナリオを複数考え、それ

ぞれについて多面的に評価することとした。まず、現状の開発技術と処理・処分対象物量の調査から、処

理フローを考え、マスバランスを推定する 1)。また、既存の有害及び放射性廃棄物の処分方法、関連法規な

ども考慮する。その上で、設定した最終処分シナリオについて、Sustainable Remediation の概念に基づき、

環境、社会、経済の観点から評価する指標を整理する 2)。さらに、これらのシナリオに関してステークホル

ダーから意見聴取し、最終的に必要な技術開発戦略とともに、社会的合意形成に必要な要点を整理する。 

３．県外最終処分シナリオの設定とパネルディスカッション 

図 1 に県外最終処分に向けて考えるべき技術的要素をまとめる。その分類は、処理対象物、減容化処理

方法、安定化手法、処分方法、場所、関連法規、放射線防護とし、純技術的観点から要素列挙した。この

ような要素技術を処理の流れに沿って整理することで、複数の最終処分シナリオを系統だって量的感覚 1)

を持って考えることができる。これらの要素技術を用い、最終処分を考えた一例として、要素を線で結ん

だ。図 1 では以下を仮定した。汚染レベルが低い物質(土壌 A、B 等)は土工資材化し、汚染レベルが高い物

質(土壌 C、D、焼却灰など)は分級、熱処理・減容化後、灰洗浄等により高度処理し、県外に遮断型相当の

最終処分場を設ける。容量欄は空欄であるがマスバランス計算により推定する。このシナリオを事例に、

パネルディスカッションでは、関連法規、既存の処分施設、放射線防護、安全評価、多面的評価に関する

専門家のコメントを提示し、参加者との対話を通じて、多様な意見を吸収し、今後の活動の参考とする。 

図 1 県外最終処分に向けて考慮すべき技術的要素と最終処分シナリオの設定例 
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